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令和６年７月 25日 

 

厚生労働大臣 武見 敬三 殿 

 

中央最低賃金審議会 

会長 藤村 博之 

 

 

令和６年度地域別最低賃金額改定の目安について（答申） 

 

令和６年６月 25日に諮問のあった令和６年度地域別最低賃金額改定の目安について、 

下記のとおり答申する。 

 

記 

 

１ 令和６年度地域別最低賃金額改定の目安については、その金額に関し意見の一致をみる

に至らなかった。 

２ 地方最低賃金審議会における審議に資するため、上記目安に関する公益委員見解（別紙

１）及び中央最低賃金審議会目安に関する小委員会報告（別紙２）を地方最低賃金審議会

に提示するものとする。 

３ 地方最低賃金審議会の審議の結果を重大な関心をもって見守ることとし、同審議会にお

いて、別紙１の２に示されている公益委員の見解を十分参酌され、自主性を発揮されるこ

とを強く期待するものである。 

４ 中小企業・小規模事業者が継続的に賃上げできる環境整備の必要性については労使共通

の認識であり、政府の掲げる「成長と分配の好循環」と「賃金と物価の好循環」を実現す

るためにも、特に地方、中小企業・小規模事業者に配意しつつ、生産性向上を図るととも

に、官公需における対応や、価格転嫁対策を徹底し、賃上げの原資の確保につなげる取組

を継続的に実施するよう政府に対し強く要望する。 

５ 生産性向上の支援については、可能な限り多くの企業が各種の助成金等を受給し、賃上

げを実現できるように、政府の掲げる生産性向上等への支援や経営支援の一層の強化を

求める。特に、事業場内で最も低い時間給を一定以上引き上げ、生産性向上に取り組んだ

場合に支給される業務改善助成金については、最低賃金引上げの影響を強く受ける中小

企業・小規模事業者がしっかりと活用できるよう充実するとともに、具体的事例も活用し

た周知等の徹底を要望する。加えて、非正規雇用労働者の処遇改善等を支援するキャリア

アップ助成金、働き方改革推進支援助成金、人材確保等支援助成金等について、「賃上げ」

を支援する観点から、賃上げ加算等の充実を強く要望する。 

６ 中小企業・小規模事業者の賃上げの実現に向けて、労働生産性を引き上げるため、設備

投資の促進に資する税制や、省力化投資の補助金等による支援の強化を要望する。加えて、



 

 

   

創業・事業承継やＭ＆Ａの環境整備の一層の強化に取り組むことが必要である。また、成

長市場に進出しようとする者の事業再構築、新製品開発や新市場の開拓、イノベーション

創出、ＤＸ・ＧＸの取組を促進することを要望する。さらに、中小企業・小規模事業者が

これらの施策を一層活用できるよう、周知等を徹底するとともに運用改善を要望する。 

７ 価格転嫁対策については、新たな商慣習として、サプライチェーン全体で適切な価格転

嫁を定着させる「構造的な価格転嫁」を実現するため、独占禁止法の執行強化、下請Ｇメ

ン等を活用しつつ事業所管省庁と連携した下請法の執行強化、下請法改正の検討等を行

うとともに、「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」の周知徹底を要望す

る。また、価格転嫁円滑化の取組についての実態調査が行われ、転嫁率が低い等の課題が

ある業界については、自主行動計画の策定や改定、改善策の検討を求めることを要望する。

指針別添の交渉用フォーマットについては、業種の特性に応じた展開・活用を促すことを

要望する。さらには、パートナーシップ構築宣言の更なる拡大と実効性向上に取り組むと

ともに、中小企業等協同組合法に基づく団体協約の更なる活用の推進に向け、活用実態の

調査や組合への制度周知に取り組むことを要望する。さらに、ＢtoＣ事業では相対的に価

格転嫁率が低いといった課題があるため、消費者に対して転嫁に理解を求めていくよう

要望する。 

８ いわゆる「年収の壁」を意識せず働くことができるよう、「年収の壁・支援強化パッケ

ージ」の活用を促進するほか、被用者保険の適用拡大等の見直しに取り組むことを要望す

る。加えて、行政機関が民間企業に業務委託を行っている場合に、年度途中の最低賃金額

改定によって当該業務委託先における最低賃金の履行確保に支障が生じることがないよ

う、発注時における特段の配慮を要望する。 
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 令和６年度地域別最低賃金額改定の目安に関する公益委員見解 

 

令和６年７月 24日 

 

 

１ 令和６年度地域別最低賃金額改定の引上げ額の目安は、次の表に掲げる金額とす

る。 

 

令和６年度地域別最低賃金額改定の引上げ額の目安 

 

ランク 都道府県 金額 

Ａ 埼玉、千葉、東京、神奈川、愛知、大阪 50円 

Ｂ 

北海道、宮城、福島、茨城、栃木、群馬、新潟、富山、石川、

福井、山梨、長野、岐阜、静岡、三重、滋賀、京都、兵庫、

奈良、和歌山、島根、岡山、広島、山口、徳島、香川、愛媛、

福岡 

50円 

Ｃ 
青森、岩手、秋田、山形、鳥取、高知、佐賀、長崎、熊本、

大分、宮崎、鹿児島、沖縄 
50円 

 

２（１）目安小委員会は、今年度の目安審議に当たって、令和５年全員協議会報告の

１（２）で「最低賃金法第９条第２項の３要素のデータに基づき労使で丁寧に議論

を積み重ねて目安を導くことが非常に重要であり、今後の目安審議においても徹底

すべきである」と合意されたことを踏まえ、特に地方最低賃金審議会における自主

性発揮が確保できるよう整備充実や取捨選択を行った資料を基にするとともに、

「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 2024 改訂版」及び「経済財政

運営と改革の基本方針 2024」に配意し、最低賃金法第９条第２項の３要素を考慮し

た審議を行ってきた。 

  

 ア 労働者の生計費 

   労働者の生計費については、関連する指標である消費者物価指数を見ると、「持

家の帰属家賃を除く総合」は、令和５年 10 月から令和６年６月までの期間で見

た場合は平均 3.2％で、前年同期の令和４年 10 月から令和５年６月までの平均

4.3％から引き続き高い水準となっている。なお、消費者物価指数の「総合」、と

りわけ「基礎的支出項目」といった必需品的な支出項目については、経済産業省

が実施するエネルギー価格の負担軽減策である「電気・ガス価格激変緩和対策事
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業」の影響で一定程度押し下げられている（「総合」では、６月は 0.25ポイント

押し下げられていると試算されている）。 

   加えて、年間 15 回以上の購入頻度である食パン、鶏卵などの生活必需品を含

む支出項目である、年間購入頻度階級別指数で見た「頻繁に購入」する品目につ

いても、令和５年 10 月から令和６年６月までの期間で見た場合は平均 5.4％で、

前年同期の令和４年 10 月から令和５年６月までの平均 4.8％から引き続き高い

水準となっている。 

   消費者物価指数については、基本的には「持家の帰属家賃を除く総合」を基に

議論すべきであるが、最低賃金の引上げにより時間当たり賃金が上昇した者がそ

の増加分の賃金の多くを消費に回している調査結果が出ていることを踏まえる

と、生活必需品を含む支出項目を中心とした消費者物価の上昇に伴い、最低賃金

に近い賃金水準の労働者においては、生活が苦しくなっている者もいると考えら

れる。 

   こうした状況を踏まえれば、今年度においては、労働者の生計費については、

最低賃金に近い賃金水準の労働者の購買力を維持する観点から、昨年 10 月以降

の「持家の帰属家賃を除く総合」が示す水準を一定程度上回ることを考慮しつつ、

「頻繁に購入」する生活必需品を含む支出項目に係る消費者物価の上昇も勘案す

る必要がある。 

 

 イ 賃金 

   賃金に関する指標を見ると、春季賃上げ妥結状況における賃金上昇率は、連合

の第７回（最終）集計結果で、全体で 5.10％、中小でも 4.45％となっており、昨

年を上回る 33 年ぶりの高い水準となっている。さらに、有期・短時間・契約等

労働者の賃上げ額（時給）の加重平均の引上げ率の概算も昨年を上回る 5.74％と

なっている。 

   経団連による春季労使交渉月例賃金引上げ結果（第１回集計）では、大手企業

で 5.58％、中小企業では 3.92％となり、いずれも昨年を上回る水準である。ま

た、日商による中小企業の賃金改定に関する調査の正社員の結果では全体で

3.62％、20人以下の企業で 3.34％、パート・アルバイトの結果では全体で 3.43％、

20人以下で 3.88％となっている。 

   賃金改定状況調査結果については、第４表①②における賃金上昇率（ランク計）

は 2.3％であり、最低賃金が時間額のみで表示されるようになった平成 14 年以

降最大値であった昨年の結果（2.1％）を上回っている。また、継続労働者に限定

した第４表③における賃金上昇率（ランク計）は 2.8％となっており、これも昨

年の結果（2.5％）を上回った。この第４表は、目安審議における重要な参考資料

であり、同表における賃金上昇率を十分に考慮する必要がある。 

   大企業を対象に含む結果である春季賃上げ妥結状況における賃金上昇率と、30



 
 

 

3 

 

人未満の小規模な企業のみを対象とする賃金改定状況調査結果をみると、企業規

模によって賃金上昇率の水準には開きが見られる一方、企業規模に関わらず昨年

を上回る賃金引上げの状況が見られる。 

 

 ウ 通常の事業の賃金支払能力 

   通常の事業の賃金支払能力については、個々の企業の賃金支払能力を指すもの

ではないと解され、これまでの目安審議においても、業況の厳しい産業や企業の

状況のみを見て議論するのではなく、各種統計資料を基に議論を行ってきた。 

   関連する指標を見ると、法人企業統計における企業利益のうち、経常利益につ

いては、令和４年度は資本金 1,000万円以上で 11.8％、1,000万円未満で 70.7％

の増加となっている。また、売上高経常利益率については、資本金 1,000万円以

上では、四半期ごとで令和５年は６～９％程度で推移、令和６年の第１四半期は

7.1％となっており、安定して改善の傾向にある。また、労働分配率について、令

和４年度は資本金 1,000 万円以上で 65.0％、資本金 1,000 万円未満で 84.6％と

なっており、企業の規模が小さいほど労働分配率は高くなっているものの、資本

金 1,000 万円未満において、足下では令和３年度から 6.4 ポイント低下してい

る。加えて、従業員一人当たり付加価値額について、令和３年度は、資本金 1,000

万円未満規模の製造業・非製造業ともに前年度比マイナスだったものが、令和４

年度は、資本金 1,000 万円未満の製造業で 4.5％、非製造業で 5.7％と改善して

いる。 

   一方で日銀短観における売上高経常利益率の大企業と中小企業との開きにつ

いては、令和４年度では製造業で 6.28ポイントの差、非製造業で 3.82ポイント

の差だったのに対し、令和５年度では製造業で 6.79 ポイントの差、非製造業で

4.61ポイントの差となっており、二極化の傾向にある。 

   また、中小企業・小規模事業者が賃上げの原資を確保するためにも一層重要性

が増している価格転嫁については、中小企業庁が公表した令和６年３月の価格交

渉促進月間のフォローアップ調査によると、前回令和５年９月の価格交渉促進月

間のフォローアップ調査と比べて、受注企業のうちコスト増加分を全額価格転嫁

できた割合は約３ポイント増加（16.9％→19.6％）、一部でも価格転嫁できた割

合は約４ポイント増加（63.0％→67.2％）し、転嫁状況は一部では好転する一方、

１～３割しか価格転嫁できなかった割合は約４ポイント増加（19.6％→23.4％）

し、また、全く転嫁できず又は減額された企業も約２割となっており、二極化の

兆しがある。労務費について見ると、価格交渉が行われた企業（59.5％）のうち、

その約７割において労務費の価格交渉が実施されている一方で、約１割（8.8％）

の企業が「労務費が上昇し、価格交渉を必要と考えたができなかった」と回答し

ている。 

   さらに、倒産件数については、新型コロナウイルス感染症流行下である令和２
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年から令和４年にかけて、資金繰り支援等の各種施策により、倒産件数は低水準

で推移したものの、直近の令和５年においては感染拡大前の水準まで増加し

8,690 件となっており、また、令和６年１～６月の物価高（インフレ）倒産につ

いては、484件（前年同期 375件、29.1％増）発生しており、年半期で初めて 450

件を超え、過去最多を大幅に更新している。 

   なお、賃金改定状況調査の第４表における賃金上昇率は、企業において賃金支

払能力等も勘案して賃金決定がなされた結果であると解釈できるところ、春季賃

上げ妥結状況の結果と大きな差が生じている要因は、それぞれの調査対象企業の

規模等が異なるためであると考えられ、また、法人企業統計における従業員一人

当たり付加価値額をみると、一般に資本金規模が小さい企業ほど労働生産性は低

いことからも、企業規模により、賃上げ原資の程度が異なることに留意する必要

がある。 

 

 エ 各ランクの引上げ額の目安 

   最低賃金について、「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 2024改

訂版」等において、「今年は、昨年を上回る水準の春季労使交渉の結果を含み、労

働者の生計費、事業者の賃金支払能力の３要件も踏まえて、最低賃金の引上げ額

について、公労使三者構成の最低賃金審議会でしっかりと議論いただく」こと、

「労働生産性の引上げ努力等を通じ、2030 年代半ばまでに 1,500 円となること

を目指す目標について、より早く達成ができるよう、中小企業・小規模事業者の

自動化・省力化投資や、事業承継、Ｍ＆Ａの環境整備等について、官民連携して

努力する」こととされていることも踏まえ、公労使で真摯に検討を重ねてきた。

さらに、最低賃金の審議に当たっては、全体の平均値の賃上げ率とともに、賃上

げに取り組めない、あるいは労務費等のコスト増を十分に価格転嫁できていない

企業が一定程度存在することも十分に考慮すべきという意見も踏まえて議論を

行った。 

   この結果、ア～ウで触れたように、①労働者の生計費については、消費者物価

指数（持家の帰属家賃を除く総合）は、昨年 10月から今年６月までで平均 3.2％

となるなど、昨年に引き続き高い水準となっていること、また、生活必需品を含

む「頻繁に購入」する支出項目に係る消費者物価も昨年 10 月から今年６月まで

で平均 5.4％の高い水準であることを考慮し、最低賃金に近い賃金水準の労働者

の購買力を維持するため、最低賃金法に定める労働者の生活の安定を図る趣旨か

らも、この水準を勘案することが、今年度は適当と考えられる。 

   また、②賃金について、春季賃上げ妥結状況における賃金引上げ結果に関して

全体で５％台と昨年を上回る 33 年ぶりの高い水準となっていることや、中小企

業については３％後半から４％台、有期・短時間・契約等労働者の賃上げ額につ

いては５％台後半の引上げでいずれも昨年を上回る水準となっていることに加
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え、賃金改定状況調査結果第４表①②における今年の賃金上昇率が 2.3％で昨年

を上回り平成 14年以降最大のものとなっている。 

   ③通常の事業の賃金支払能力については、売上高経常利益や従業員一人当たり

付加価値額が高い水準で推移するなど、景気や企業の利益において改善の傾向に

ある。しかし、売上高経常利益率の大企業と中小企業の差が広がっていることや、

価格転嫁率が示すように賃上げ原資を確保することが難しい企業も多く存在し、

二極化の傾向にあると考えられる。また、第４表と春季賃上げ妥結状況の差から

も、小規模事業者は賃金支払能力が相対的に低い可能性がある。そうした中で、

最低賃金は、企業の経営状況にかかわらず、労働者を雇用する全ての企業に適用

され、それを下回る場合には罰則の対象となることも考慮すれば、引上げ率の水

準には一定の限界があると考えられる。 

   これらを総合的に勘案し、特に今年度は、消費者物価の上昇が続いていること

から労働者の生計費を重視した。また、賃上げの流れの維持・拡大を図り、非正

規雇用労働者や中小企業・小規模事業者にも波及させることや、最低賃金法第１

条に規定するとおり、最低賃金制度の目的は、賃金の低廉な労働者について賃金

の最低額を保障し、その労働条件の改善を図り、国民経済の健全な発展に寄与す

るものであることにも留意すると、今年度の各ランクの引上げ額の目安（以下「目

安額」という。）を検討するに当たっては 5.0％（50 円）を基準として検討する

ことが適当であると考えられる。 

   各ランクの目安額については、「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行

計画 2024改訂版」等において、「今後とも、地域別最低賃金の最高額に対する最

低額の比率を引き上げる等、地域間格差の是正を図る」とされていることも踏ま

え、地域間格差への配慮の観点から少なくとも地域別最低賃金の最高額に対する

最低額の比率を引き続き上昇させていくことが必要である。 

   その上で、賃金改定状況調査結果第４表①②③における賃金上昇率はＣランク、

Ｂランク、Ａランクの順に高くなっている。さらに、消費者物価の上昇率は、Ｃ

ランクがやや高めに推移している。雇用情勢としては、Ｂ・Ｃランクで相対的に

良い状況である。各ランクの目安額について、下位ランクの目安額が上位ランク

を上回ることは理論上あり得るが、各ランクの引上げ額が同額であった場合でも、

地域別最低賃金額が相対的に低い地域の引上げ率がより高くなること、また、引

上げ額が増すほど引上げ率がより高くなることについて留意する必要がある。 

これらのことを考慮すれば、Ａランク 50円（4.6％）、Ｂランク 50円（5.2％）、

Ｃランク 50円（5.6％）とすることが適当であると考えられる。この結果、仮に

目安どおりに各都道府県で引上げが行われた場合は、最高額に対する最低額の比

率は 80.2％から 81.1％となり、地域間格差は比率の面で縮小することとなる。

ただし、地域間の金額の差についても引き続き注視する必要がある。 
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オ 政府に対する要望 

   目安額の検討に当たっては、最低賃金法第９条第２項の３要素を総合的に勘案

することを原則とし、今年度は、特に消費者物価の上昇が続いていることを重視

するとともに、春季労使交渉を始めとする賃金上昇率が昨年を上回る水準となっ

ていること、売上高経常利益率等の賃金支払能力に関する項目が改善傾向にある

ことなどから、目安額を決めた。 

   一方で、労務費を含む価格転嫁の状況が二極化の傾向にあることや、倒産件数、

特に物価高倒産が足下で増加しているといった企業経営を取り巻く環境を踏ま

えれば、一部の中小企業・小規模事業者の賃金支払能力の点で厳しいものである

と言わざるを得ない。また、都市部以外の地域においては小規模事業者がその地

域の生活を維持していくためのセーフティネットとしての役割を果たしている

ところもあり、従業員の処遇改善と企業の持続的発展との両立を図る観点への配

慮も必要である。 

   中小企業・小規模事業者が継続的に賃上げできる環境整備の必要性については

労使共通の認識であり、政府の掲げる「成長と分配の好循環」と「賃金と物価の

好循環」を実現するためにも、特に地方、中小企業・小規模事業者に配意しつつ、

生産性向上を図るとともに、官公需における対応や、価格転嫁対策を徹底し、賃

上げの原資の確保につなげる取組を継続的に実施するよう政府に対し強く要望

する。 

   生産性向上の支援については、可能な限り多くの企業が各種の助成金等を受給

し、賃上げを実現できるように、政府の掲げる生産性向上等への支援や経営支援

の一層の強化を求める。特に、事業場内で最も低い時間給を一定以上引き上げ、

生産性向上に取り組んだ場合に支給される業務改善助成金については、最低賃金

引上げの影響を強く受ける中小企業・小規模事業者がしっかりと活用できるよう

充実するとともに、具体的事例も活用した周知等の徹底を要望する。加えて、非

正規雇用労働者の処遇改善等を支援するキャリアアップ助成金、働き方改革推進

支援助成金、人材確保等支援助成金等について、「賃上げ」を支援する観点から、

賃上げ加算等の充実を強く要望する。 

   さらに、中小企業・小規模事業者の賃上げの実現に向けて、労働生産性を引き

上げるため、設備投資の促進に資する税制や、省力化投資の補助金等による支援

の強化を要望する。加えて、創業・事業承継やＭ＆Ａの環境整備の一層の強化に

取り組むことが必要である。また、成長市場に進出しようとする者の事業再構築、

新製品開発や新市場の開拓、イノベーション創出、ＤＸ・ＧＸの取組を促進する

ことを要望する。さらに、中小企業・小規模事業者がこれらの施策を一層活用で

きるよう、周知等を徹底するとともに運用改善を要望する。 

   価格転嫁対策については、新たな商慣習として、サプライチェーン全体で適切

な価格転嫁を定着させる「構造的な価格転嫁」を実現するため、独占禁止法の執
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行強化、下請Ｇメン等を活用しつつ事業所管省庁と連携した下請法の執行強化、

下請法改正の検討等を行うとともに、「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に

関する指針」の周知徹底を要望する。また、価格転嫁円滑化の取組についての実

態調査が行われ、転嫁率が低い等の課題がある業界については、自主行動計画の

策定や改定、改善策の検討を求めることを要望する。指針別添の交渉用フォーマ

ットについては、業種の特性に応じた展開・活用を促すことを要望する。さらに

は、パートナーシップ構築宣言の更なる拡大と実効性向上に取り組むとともに、

中小企業等協同組合法に基づく団体協約の更なる活用の推進に向け、活用実態の

調査や組合への制度周知に取り組むことを要望する。さらに、ＢtoＣ事業では相

対的に価格転嫁率が低いといった課題があるため、消費者に対して転嫁に理解を

求めていくよう要望する。 

   また、いわゆる「年収の壁」を意識せず働くことができるよう、「年収の壁・支

援強化パッケージ」の活用を促進するほか、被用者保険の適用拡大等の見直しに

取り組むことを要望する。 

 

 カ 地方最低賃金審議会への期待等 

   目安は、地方最低賃金審議会が審議を進めるに当たって、全国的なバランスを

配慮するという観点から参考にされるべきものであり、地方最低賃金審議会の審

議決定を拘束するものではない。こうした前提の下、目安小委員会の公益委員と

しては、目安を十分に参酌しながら、地方最低賃金審議会において、地域別最低

賃金の審議に際し、地域の経済・雇用の実態をデータに基づいて見極めつつ、自

主性を発揮することを期待する。その際、今年度の目安額は、最低賃金が消費者

物価を一定程度上回る水準である必要があることや、賃金上昇率が増加傾向にあ

ること、地域間格差の是正を引き続き図ること等を特に考慮して検討されたもの

であることにも配意いただきたいと考える。また、中央最低賃金審議会が地方最

低賃金審議会の審議の結果を重大な関心をもって見守ることを要望する。 

   なお、公益委員見解を取りまとめるに当たって参照した主なデータは別添のと

おりである。 

  

（２）生活保護水準と最低賃金との比較では、昨年度に引き続き乖離が生じていない

ことが確認された。 

  なお、来年度以降の目安審議においても、最低賃金法第９条第３項に基づき、引

き続き、その時点における最新のデータに基づいて生活保護水準と最低賃金との比

較を行い、乖離が生じていないか確認することが適当と考える。 

 

（３）最低賃金引上げの影響については、令和５年全員協議会報告の３（１）に基づ

き、引き続き、影響率や雇用者数等を注視しつつ、慎重に検討していくことが必要
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である。 

































 別紙２ 
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中央最低賃金審議会目安に関する小委員会報告 

 

令和６年７月 24日 

 

１ はじめに 

令和６年度の地域別最低賃金額改定の目安については、累次にわたり会議を開催

し、目安額の根拠等についてそれぞれ真摯な議論が展開されるなど、十分審議を尽

くしたところである。 

 

２ 労働者側見解 

労働者側委員は、今年の春季生活闘争は、デフレマインドを払拭し、経済社会の

ステージ転換をはかる正念場との認識で取り組み、33 年ぶりの５％台の賃上げ結

果となったことを述べ、一方で、労働組合のない職場で働く労働者も多く、最低賃

金の大幅な引上げを通じ、今年の歴史的な賃上げの流れを社会全体に広げていくこ

とが必要であると主張し、最低賃金法第１条にある法の目的を踏まえて議論を尽く

したいと述べた。 

加えて、産業別組織における賃上げや、中小企業での初任給引上げの動向を見る

に、大企業と比較して中小企業経営は人に頼る部分が大きく、まさに経営は生き残

りをかけて、人材確保に向けた「人への投資」を決断していると指摘した。 

また、最低賃金は生存権を確保した上で労働の対価としてふさわしいナショナル

ミニマム水準へ引き上げなければならず、まずは２年程度で全都道府県において

1,000 円以上、その上で中期的には一般労働者の賃金中央値の６割という水準を目

指し、本年の審議では昨年以上の大幅な改定に向けた目安を提示すべきであると主

張した。 

加えて、現在の最低賃金は絶対額として最低生計費を賄えていないと指摘し、昨

年の改定以降の消費者物価指数は３％前後の高水準で推移しており、さらに年間購

入頻度階級別指数で見た「頻繁に購入」する品目についても、令和５年 10 月から

令和６年６月までの期間で見た場合は平均 5.4％と、最低賃金近傍の労働者の暮ら

しは極めて苦しいと主張した。 

さらに、地域間額差は地方部から都市部へ労働力を流出させ、地方の中小企業・

小規模事業者の事業継続・発展の厳しさに拍車をかける一因となると指摘し、昨年

のＣランクの引上げ実績を踏まえて今年の目安額を検討すべきと主張した。ランク

別にみた３要素のデータに基づけば、下位ランクの目安額が上位ランクを上回るこ

とが適当であると主張した。 

また、有効求人倍率等の雇用情勢の現状に鑑みれば特に地方における労働需給が

ひっ迫している状況や、現行の各地域の最低賃金で採用するのは既に困難である現

状は明白であると指摘し、最低賃金の引上げは妥当であると主張した。 
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さらに、ここ数年の最低賃金の引上げ幅はかつてない上げ幅であるが、倒産件数

との相関は見出しにくい状況であり、最低賃金の引上げによって企業の倒産が増え

る、と言える客観的なデータは存在しなく、最低賃金の引上げと雇用維持とは相反

しないと指摘し、むしろ人口流出や人手不足が顕著な地域、中小企業・小規模事業

者において、人材確保・定着の観点からも最低賃金を含む賃上げは急務であると主

張した。 

また、企業の経常利益は堅調に推移しており、賃金支払能力については総じて問

題ないと認識していると述べた。一方で、中小企業・小規模事業者へも賃上げを広

げるためには、賃上げのための環境整備やより広範な支払能力の改善・底上げが重

要であり、政府は「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」の実効性

のさらなる向上やパートナーシップ構築宣言の普及・促進等を早急かつ徹底的に進

めることや政府の各種支援策の利活用状況や効果の検証を踏まえた一層の制度拡

充と利活用の推進を求めたいと述べた。 

加えて、社会の賃上げの流れを速やかに波及させるという観点では、10月 1日発

効を中心に、より早期の発効も念頭に議論を進めるべきと主張した。 

以上を踏まえ、本年度は「誰もが時給 1,000 円」への到達に向けてこれまで以上

に前進する目安が必要であり、あわせて、地域間額差の是正につながる目安を示す

べきであると主張した。 

労働者側委員としては、上記主張が十分に反映されずに取りまとめられた下記１

の公益委員見解については、不満の意を表明した。 

 

３ 使用者側見解 

使用者側委員は、成長と分配の好循環実現に向けて賃上げは極めて重要であるが、

全ての企業に例外なくかつ罰則付きで適用される最低賃金の引上げは、各企業の経

営判断による賃金引上げとは意味合いが異なると主張した。 

また、目安審議に当たってはデータに基づく納得感ある審議決定を引き続き徹底

し、目安額の根拠となるデータをできるだけ明確に示す等、納得性を高め、地方で

の建設的な審議に波及させることが極めて重要であり、「10 月上旬」の発効に間に

合わせるために目安審議のリミットを切ることなく、少なくとも例年同様、公益委

員見解を各地方最低賃金審議会へ提示する場合には労使双方やむなしとの結論に

至るよう審議を尽くすべきであると主張した。 

加えて、今年度の目安審議に当たって、最低賃金決定の３要素の状況を総合的に

示す「賃金改定状況調査」の結果、とりわけ「第４表」の賃金上昇率を重視すると

の基本的な考えは変わらないと述べた。 

さらに、生計費については、消費者物価指数は引き続き高い水準にあり、最低賃

金近傍で働く人の可処分所得に対する物価の影響を十分考慮すべきであり、賃金に

ついては、賃上げの動きは着実に広がっており、企業の賃金支払能力については、
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業況判断ＤＩで大きな改善は見られず、原材料・商品仕入単価ＤＩは依然高い水準

にあると述べた。 

こうした３要素の状況や賃金改定状況調査の結果等から、今年度の最低賃金を一

定程度引き上げることの必要性は十分理解しているものの、賃上げの対応は二極化

の傾向が見られ、さらに業績改善がない中で賃上げを実施する企業は６割になって

いると指摘した。 

加えて、中小企業を圧迫するコストは増加する一方で、小規模な企業ほど価格転

嫁ができず、賃上げ原資の確保が困難な状況であり、また、企業規模や地域による

格差は拡大しており、最低賃金をはじめとするコスト増に耐えかねた、地方の企業

の廃業・倒産が増加する懸念があると述べた。さらに、最低賃金引上げの影響率は

21.6％に達し、現在の最低賃金額を負担と感じる企業も増加していると述べた。 

また、最低賃金の審議に当たっては、全体の平均値の賃上げ率とともに、賃上げ

に取り組めない・労務費等のコスト増を十分に価格転嫁できていない企業が相当数

存在することも十分に考慮すべきであり、価格転嫁や生産性向上の過渡期にある中

で、「通常の事業の賃金支払能力」を超えた過度の引上げ負担を負わせない配慮が

必要であると主張した。加えて、地域の中小企業・小規模事業者は、地域住民の生

活と雇用を支えるセーフティネットでもあり、従業員の処遇改善と企業の持続的発

展との両立を図る必要があると主張した。 

このため、中小企業の賃金支払能力を高め、最低賃金はじめ賃金引上げが継続的

に実施できる環境整備を一層進める必要があり、団体協約の仕組みや活用事例の周

知や後押し、「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」の浸透度の実

態調査による検証、下請法の遵守強化等、具体的な施策をさらに進めていくことが

必要であると主張した。 

使用者側委員としては、上記主張が十分に反映されずに取りまとめられた下記１

の公益委員見解については、不満の意を表明した。 

 

４ 意見の不一致 

本小委員会（以下「目安小委員会」という。）としては、これらの意見を踏まえ目

安を取りまとめるべく努めたところであるが、労使の意見が一致せず、目安を定め

るに至らなかった。 

 

５ 公益委員見解及びその取扱い 

公益委員としては、今年度の目安審議については、令和５年全員協議会報告の１

（２）で「最低賃金法第９条第２項の３要素のデータに基づき労使で丁寧に議論を

積み重ねて目安を導くことが非常に重要であり、今後の目安審議においても徹底す

べきである」と合意されたことを踏まえ、加えて、「新しい資本主義のグランドデザ

イン及び実行計画 2024 改訂版」及び「経済財政運営と改革の基本方針 2024」に配
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意しつつ、各種指標を総合的に勘案し、下記１のとおり公益委員の見解を取りまと

めたものである。 

目安小委員会としては、地方最低賃金審議会における円滑な審議に資するため、

これを公益委員見解として地方最低賃金審議会に示すよう総会に報告することと

した。 

また、地方最低賃金審議会の自主性発揮及び審議の際の留意点に関し、下記２の

とおり示し、併せて総会に報告することとした。 

さらに、中小企業・小規模事業者が継続的に賃上げできる環境整備の必要性につ

いては労使共通の認識であり、政府の掲げる「成長と分配の好循環」と「賃金と物

価の好循環」を実現するためにも、特に地方、中小企業・小規模事業者に配意しつ

つ、生産性向上を図るとともに、官公需における対応や、価格転嫁対策を徹底し、

賃上げの原資の確保につなげる取組を継続的に実施するよう政府に対し強く要望

する。 

生産性向上の支援については、可能な限り多くの企業が各種の助成金等を受給し、

賃上げを実現できるように、政府の掲げる生産性向上等への支援や経営支援の一層

の強化を求める。特に、事業場内で最も低い時間給を一定以上引き上げ、生産性向

上に取り組んだ場合に支給される業務改善助成金については、最低賃金引上げの影

響を強く受ける中小企業・小規模事業者がしっかりと活用できるよう充実するとと

もに、具体的事例も活用した周知等の徹底を要望する。加えて、非正規雇用労働者

の処遇改善等を支援するキャリアアップ助成金、働き方改革推進支援助成金、人材

確保等支援助成金等について、「賃上げ」を支援する観点から、賃上げ加算等の充実

を強く要望する。 

さらに、中小企業・小規模事業者の賃上げの実現に向けて、労働生産性を引き上

げるため、設備投資の促進に資する税制や、省力化投資の補助金等による支援の強

化を要望する。加えて、創業・事業承継やＭ＆Ａの環境整備の一層の強化に取り組

むことが必要である。また、成長市場に進出しようとする者の事業再構築、新製品

開発や新市場の開拓、イノベーション創出、ＤＸ・ＧＸの取組を促進することを要

望する。さらに、中小企業・小規模事業者がこれらの施策を一層活用できるよう、

周知等を徹底するとともに運用改善を要望する。 

価格転嫁対策については、新たな商慣習として、サプライチェーン全体で適切な

価格転嫁を定着させる「構造的な価格転嫁」を実現するため、独占禁止法の執行強

化、下請Ｇメン等を活用しつつ事業所管省庁と連携した下請法の執行強化、下請法

改正の検討等を行うとともに、「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指

針」の周知徹底を要望する。また、価格転嫁円滑化の取組についての実態調査が行

われ、転嫁率が低い等の課題がある業界については、自主行動計画の策定や改定、

改善策の検討を求めることを要望する。指針別添の交渉用フォーマットについては、

業種の特性に応じた展開・活用を促すことを要望する。さらには、パートナーシッ
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プ構築宣言の更なる拡大と実効性向上に取り組むとともに、中小企業等協同組合法

に基づく団体協約の更なる活用の推進に向け、活用実態の調査や組合への制度周知

に取り組むことを要望する。さらに、ＢtoＣ事業では相対的に価格転嫁率が低いと

いった課題があるため、消費者に対して転嫁に理解を求めていくよう要望する。 

また、いわゆる「年収の壁」を意識せず働くことができるよう、「年収の壁・支援

強化パッケージ」の活用を促進するほか、被用者保険の適用拡大等の見直しに取り

組むことを要望する。加えて、行政機関が民間企業に業務委託を行っている場合に、

年度途中の最低賃金額改定によって当該業務委託先における最低賃金の履行確保

に支障が生じることがないよう、発注時における特段の配慮を要望する。 

 

 

記 

 

（以下、別紙１と同じ） 



１　家計調査、消費者物価指数 ８　鉱工業生産・出荷・在庫指数

２　有効求人倍率 ９　公共工事請負金額、信用保証協会保証債務残高

３　一般雇用保険受給者実人員、完全失業率 10　新設住宅着工戸数

４　常用雇用指数、賃金指数、所定外労働時間指数 11　着工建築物床面積

５　倒産件数 12　新車販売（乗用車）台数

６　日銀券発行残高及び約定金利、銀行・信用金庫預金残高 13　百貨店・スーパー販売額

７　銀行・信用金庫貸出金残高

埼 玉 県 主 要 経 済 指 標（更新分のみ）



円 前年比 円 前年比 円 前年比 円 前年比 指数 前年比 指数 前年比

令和３年 279,024 0.4 315,001 ▲ 3.5 492,682 ▲ 1.2 592,862 ▲ 4.2 99.7 ▲ 0.3 99.4 ▲ 0.6
令和４年 290,865 4.2 324,793 3.1 500,914 1.7 641,550 8.2 102.7 3.0 102.5 3.1
令和５年 293,997 1.1 344,092 5.9 494,668 ▲ 1.2 587,486 ▲ 8.4 106.6 3.8 106.2 3.6
令和５年１月 301,646 4.8 284,023 ▲ 17.6 404,924 2.2 428,680 ▲ 16.0 105.5 5.1 105.0 5.0 

２月 272,214 5.6 333,565 14.0 463,906 2.9 456,587 ▲ 16.6 104.7 3.9 104.4 3.9 
３月 312,758 1.8 360,341 0.9 407,185 ▲ 1.4 462,243 ▲ 25.5 105.2 3.8 105.1 4.0 
４月 303,076 ▲ 0.5 340,669 ▲ 6.4 452,288 3.5 479,221 ▲ 13.9 106.0 4.1 105.7 3.9 
５月 286,443 ▲ 0.4 367,441 18.9 345,527 ▲ 3.9 414,534 ▲ 23.3 106.0 3.8 105.6 3.4 
６月 275,545 ▲ 0.5 305,864 ▲ 19.9 725,550 ▲ 1.4 944,227 ▲ 8.5 106.1 3.9 105.9 3.8 
７月 281,736 ▲ 1.3 332,774 ▲ 2.6 513,069 ▲ 2.7 647,470 ▲ 17.8 106.7 3.9 106.1 3.5 
８月 293,161 1.1 344,674 10.6 449,278 ▲ 1.9 528,512 ▲ 1.8 107.0 3.7 106.5 3.3 
９月 282,969 0.7 361,191 20.0 398,754 ▲ 1.3 556,596 2.1 107.3 3.6 106.9 3.3 
10月 301,974 1.3 339,320 17.1 463,445 ▲ 1.4 548,173 4.2 108.4 3.9 108.1 3.8 
11月 286,922 0.3 398,917 49.7 403,699 ▲ 1.0 519,426 11.7 108.1 3.3 107.6 3.0 
12月 329,518 0.4 360,327 6.9 908,391 ▲ 4.6 1,064,168 3.5 108.0 3.0 107.4 2.7 

令和６年１月 289,467 ▲ 4.0 341,047 20.1 408,050 0.8 518,724 21.0 108.2 2.5 107.4 2.3 
２月 279,868 2.8 385,409 15.5 465,712 0.4 536,793 17.6 108.1 3.3 107.6 3.0 
３月 318,713 1.9 407,736 13.2 419,572 3.0 557,316 20.6 108.5 3.1 108.1 2.9 
４月 313,300 3.4 402,442 18.1 453,011 0.2 571,994 19.4 109.0 2.9 108.7 2.9 
５月 290,328 1.4 343,842 ▲ 6.4 376,084 8.8 429,296 3.6 109.5 3.3 109.2 3.4
６月

【2024/07/24更新】
総務省

消費者物価指数
(持ち家の帰属家賃を除く総合、令和2年=100)全世帯・消費支出 勤労者世帯・可処分所得

全国 さいたま市 全国 さいたま市 全国 さいたま市
基準年次
又は単位

資料出所

　　　　　    項目
　年月

総務省

　　　　　　家計調査　(さいたま市︓標本世帯数が少ないため利用にあたって注意必要）

県 総務省 県



倍率 前期（月）差 倍率 前期（月）差 人 前期（月）比 人 前期（月）比 人 前期（月）比 人 前期（月）比

令和３年 1.13 ▲ 0.05 0.93 ▲ 0.07 1,948,626 6.6 91,510 8.1 2,195,881 1.6 85,237 2.2
令和４年 1.28 0.15 1.03 0.10 1,935,621 ▲ 0.7 92,073 0.6 2,473,966 12.7 94,680 ▲ 2.4
令和５年 1.31 0.03 1.06 0.03 1,909,496 ▲ 1.3 90,046 ▲ 2.2 2,496,403 0.9 95,407 0.8
令和５年１月 1.35 0.00 1.07 ▲ 0.01 1,877,767 0.4 90,302 1.0 2,534,235 0.1 96,777 ▲ 0.0

２月 1.34 ▲ 0.01 1.07 0.00 1,898,247 1.1 90,478 0.2 2,537,633 0.1 96,719 ▲ 0.1
３月 1.32 ▲ 0.02 1.06 ▲ 0.01 1,901,828 0.2 90,236 ▲ 0.3 2,517,628 ▲ 0.8 95,535 ▲ 1.2
４月 1.32 0.00 1.07 0.01 1,894,114 ▲ 0.4 89,533 ▲ 0.8 2,506,315 ▲ 0.4 95,550 0.0
５月 1.32 0.00 1.08 0.01 1,895,911 0.1 89,458 ▲ 0.1 2,496,856 ▲ 0.4 96,467 1.0
６月 1.31 ▲ 0.01 1.08 0.00 1,906,608 0.6 89,537 0.1 2,493,318 ▲ 0.1 96,408 ▲ 0.1
７月 1.30 ▲ 0.01 1.06 ▲ 0.02 1,919,636 0.7 90,107 0.6 2,489,677 ▲ 0.1 95,752 ▲ 0.7
８月 1.30 0.00 1.07 0.01 1,918,817 ▲ 0.0 90,007 ▲ 0.1 2,486,274 ▲ 0.1 95,863 0.1
９月 1.29 ▲ 0.01 1.06 ▲ 0.01 1,919,446 0.0 89,495 ▲ 0.6 2,479,700 ▲ 0.3 94,811 ▲ 1.1
10月 1.29 0.00 1.05 ▲ 0.01 1,918,760 ▲ 0.0 89,811 0.4 2,472,035 ▲ 0.3 94,188 ▲ 0.7
11月 1.27 ▲ 0.02 1.03 ▲ 0.02 1,923,885 0.3 90,233 0.5 2,452,927 ▲ 0.8 93,097 ▲ 1.2
12月 1.27 0.00 1.02 ▲ 0.01 1,931,494 0.4 91,038 0.9 2,446,981 ▲ 0.2 92,816 ▲ 0.3

令和６年１月 1.27 0.00 1.01 ▲ 0.01 1,930,359 ▲ 0.1 92,212 1.3 2,450,880 0.2 93,358 0.6
２月 1.26 ▲ 0.01 1.02 0.01 1,949,936 1.0 92,134 ▲ 0.1 2,462,543 0.5 93,708 0.4
３月 1.28 0.02 1.03 0.01 1,912,295 ▲ 1.9 90,400 ▲ 1.9 2,441,087 ▲ 0.9 93,430 ▲ 0.3
４月 1.26 ▲ 0.02 1.03 0.00 1,907,498 ▲ 0.3 89,753 ▲ 0.7 2,409,293 ▲ 1.3 92,335 ▲ 1.2
５月 1.24 ▲ 0.02 1.02 ▲ 0.01 1,944,227 1.9 91,020 1.4 2,412,428 0.1 92,731 0.4

【2024/07/24更新】
埼玉労働局 厚生労働省

　　　　　    項目
　年月

基準年次
又は単位

資料出所 埼玉労働局

有効求人倍率 有効求職者数 有効求人数

全国 埼玉県 全国 埼玉県 全国 埼玉県

厚生労働省 埼玉労働局 厚生労働省



全国 埼玉県
千人 前年比 千人 前年比 （単位％） （単位％）

令和３年 434 ▲ 8.8 24 ▲ 10.4 2.8 2.9
令和４年 405 ▲ 6.7 22 ▲ 7.5 2.8 3.0
令和５年 423 4.4 23 3.5 2.6 2.7
令和５年１月 385 ▲ 2.8 21 ▲ 2.9 2.5 2.7

２月 371 ▲ 1.3 20 ▲ 1.7 2.6 2.6 2.7 2.8
３月 374 ▲ 1.1 21 ▲ 1.1 2.7 2.8
４月 369 0.8 20 1.2 2.6 2.8
５月 413 6.7 22 8.6 2.6 2.8 2.8 2.9
６月 438 3.1 23 3.9 2.5 3.0
  ７月 465 5.9 24 5.8 2.6 2.9
８月 485 3.4 25 3.0 2.6 2.8 2.8 2.7
９月 453 2.7 24 ▲ 0.4 2.6 2.6
10月 452 7.9 24 4.4 2.5 2.6
11月 426 6.0 23 3.6 2.5 2.6 2.5 2.4
12月 405 4.7 22 2.9 2.5 2.2

令和６年１月 407 5.7 22 5.4 2.4 2.4
２月 392 5.7 21 5.4 2.6 2.7 2.6 2.7
３月 376 0.5 20 ▲ 1.2 2.6 2.9
４月 393 6.5 21 6.3 2.6 3.1
５月 430 4.1 22 2.3 2.6 3.0

【2024/07/24更新】

基準年次
又は単位

資料出所

一般雇用保険受給者実人員 完全失業率

全国 埼玉県 南関東

　　　　　 　 項目
　年月

（単位％）

2.7
2.6
2.5

厚生労働省 埼玉労働局 総務省統計局（労働力調査）



販
売
不
振

輸
出
不
振

売
掛
金
回
収
難

不
良
債
権
の

累
積

業
界
不
振

平成30年 8,063 348 305 2 1 308 6 1 3 30
令和元年 8,354 329 276 6 1 3 286 10 2 9 22
令和２年 7,809 351 303 3 1 1 308 11 10 22
令和３年 6,015 268 216 3 1 3 223 7 2 8 28
令和４年 6,376 278 235 2 237 3 2 8 28
令和５年 8,497 325 281 5 286 7 2 7 23

1月 546 21 18 18 3
2月 574 26 23 23 3
3月 800 26 21 1 22 1 3
4月 610 19 17 17 1 1
5月 694 30 27 27 3
6月 782 28 23 2 25 2 1
7月 701 29 26 26 1 1 1
8月 742 37 31 1 32 1 4
9月 679 18 17 17 1
10月 790 24 20 20 2 1 1
11月 773 35 29 29 1 2 3
12月 806 32 29 1 30 1 1

令和６年 1月 700 25 20 2 22 3
2月 734 26 19 1 20 1 3 2
3月 870 39 33 1 34 2 2 1
4月 760 44 39 39 1 1 3
5月 1,016 36 28 1 29 1 6
6月 807 29 26 1 27 1 1

【2024/07/24更新】
資料出所 帝国データバンク

　　　　　　　　項目
　年月

倒産件数

全国 埼玉

主因別倒産件数(埼玉)
不
況
型
合
計

放
漫
経
営

設
備
投
資
の
失
敗

そ
の
他
の
経
営

計
画
の
失
敗

そ
の
他



いわゆる年収の壁を意識せずに
働く時間をのばすことのできる環境づくりについて



年収の壁対策として

労働者１人につき最大50万円助成します！

事業主の皆様へ ＬＬ０６０２０１ Ｎｏ．６

要 件
1 人 当 た り
助 成 額

① 賃金の15％以上を追加支給
（ 社 会 保 険 適 用 促 進 手 当 な ど ）

1年目

20万円 ( 注 )

② 賃金の15％以上を追加支給
（ 社 会 保 険 適 用 促 進 手 当 な ど ）

3 年 目 以 降 、 ③ の 取 組

2年目

20万円 ( 注 )

③ 賃金の 1 8％以上を増額
3年目

10万円

（１）手当等支給メニュー

週所定労働時間
の延長

賃金の
増額

1人当たり
助成額

4時間以上 ー

30万円

3時間以上
4時間未満

５％以上

2時間以上
3時間未満

10％以上

１時間以上
2時間未満

15％以上

（２）労働時間延長メニュー

◆社会保険適用促進手当

事業主が社会保険適用に伴い手取り収入を減らさないよう
手当を支給した場合は、本人負担分の保険料相当額を上限として
社会保険料の算定対象としません。

※ 助成額は中小企業の場合。大企業の場合は３／４の額。
※ （２）４時間未満の延長の場合は、併せて基本給の増額が必要。
※ １年目に（１）①の取組による助成（20万円）を受けた後、

２年目に（２）の取組による助成（30万円）を受けることも可
能（併用メニュー）。

（上述の組み合わせの場合に限り、同一の対象者についてメニューをまたい
だ助成を受けることができます。）

キャリアアップ計画書を事前に提出しましょう！

2023（令和５）年10月から、キャリアアップ助成金に
｢社会保険適用時処遇改善コース｣を新設しました！

〇労働者を新たに社会保険に加入させるとともに、収入を増加させる取組を行った事業主に助成

事業主の皆様の

人手不足の解消へ！

※ 本助成金については、2023（令和５）年10月１日から2026（令和８）年３月31日までの間に新たに社会保険の
加入要件を満たし、適用されることとなった労働者が対象になります。

※ キャリアアップ計画書を作成し、取組を開始する日の前日までに、管轄労働局まで

提出してください。（不備があると当日の受理ができませんので、余裕を持ってご準備ください。）

労働者にとって、
・「年収の壁」を意識せず働くことができる。
・社会保険に加入することで処遇改善につながる。

出典：政府広報オンライン（https://www.gov-online.go.jp/media_relations/commercials/202312/video-270966.html）

キャリアアップ助成金

（社会保険の適用）

取組開始

労働時間延長
メニュー

賃上げ、労働時間
延長の取組

手当等の支給 手当等の支給 賃上げ、労働時間
延長の取組

併用メニュー

手当等の支給 手当等の支給 手当等の支給 手当等の支給
基本給（総支給額）
の増額

手当等支給
メニュー

６ヶ月 １年 １年６ヶ月 ２年 ２年６ヶ月

キャリアアップ
計画書の提出

2ヶ月

支給申請
（１回目）

2ヶ月

支給申請
（２回目）

2ヶ月

支給申請
（３回目）

2ヶ月

支給申請
（４回目）

2ヶ月

支給申請
（５回目）

(注)1,2年目は取組から6ヶ月ごとに支給申請（１回あたり10万円支給）

賃上げ等、労働時間
延長あるいはその両
方による増額
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その労働者の社会保険加入日から最長２年間の手
当※３等の支給後の働き方について、労使で話し合
いを行う予定ですか。

2

対象となる労働者をチェックしましょう！

雇用している短時間労働者の中に、2023（令和5）年10月以降、
新たに社会保険の被保険者の要件※１を満たす方はいますか。

いいえ

その労働者は、社会保険加入日から２か月以内に、週所
定労働時間を一定時間延長すること※２ができますか。

その労働者は、社会保険加入日から１
年が経過した時点で、労働時間の延長
ができる見込みですか。

(1)手当等支給
メニュー

(1)(2)の
併用メニュー

(2)労働時間延長
メニュー

社会保険適用に関する支
給要件には該当しません。

本助成金の他のコースの
活用をご検討ください。

その労働者は、以下の①、②の両方に該当する方ですか。
① 社会保険加入日の6か月前の日以前から継続して雇用されている。
② 社会保険加入日から過去2年以内に同事業所で社会保険に加入して

いなかった。

はい

○ キャリアアップ助成金の申請方法や助成額などの詳細については、都道府県労働局または管轄のハ
ローワークまでお問合せください。

○ 各都道府県の働き方改革推進支援センターでも助成金に関する相談を受け付けています。
最寄りのセンターの連絡先は

○ 「年収の壁突破・総合相談窓口」（コールセンター）にもご相談いただけます。

※１ 厚生年金保険の被保険者数が常時101人以上である事業所の場合は、週の所定労働時間が20時間
以上かつ所定内賃金が月額8.8万円以上で学生ではないこと。100人以下の事業所の場合は、週の所
定労働時間及び月の所定労働日数が常時雇用のフルタイム従業員の4分の3以上である者であること。

※２ 週所定労働時間を4時間以上延長、または3時間以上延長するとともに基本給を5％増額改定する
等の措置。詳しくは、表面の「（２）労働時間延長メニュー」をご覧ください。

※３ 社会保険適用促進手当（標準報酬月額が10.4万円以下の者に対して、事業主が支給する場合、最長
2年間、社会保険の標準報酬月額・標準賞与額の算定対象に含めない取り扱いとする手当）

厚生労働省公式HP0120-030-045 受付時間 平日 ８:３０～１８：１５
（土日・祝日・年末年始（12/29～1/3）はご利用いただけません。）

年収の壁突破・総合相談窓口（フリーダイヤル・無料）

はい いいえ

はい いいえ

はい いいえ

はい いいえ

働き方改革推進支援センター 無料相談窓口 検索



キャリアアップ助成金（社会保険適用時処遇改善コース）計画届受理件数（※速報値）

令和６年５月末時点

※１令和５年10月20日受付開始以降の累計。
※２常時雇用する労働者（２か月を超えて使用される者であり、かつ、週当たりの所定労働時間が当該事業主に雇用される通常の労働者と概ね同等である者）の数による。
※３週所定労働時間の延長により、新たに有期雇用労働者等を社会保険の被保険者とした事業主に対して助成を行うもの。令和６年３月末までの経過措置。

※１

企業規模別件数 キャリアアップ計画件数
（合計）100人以下 101人～500人 501人以上

8,328件 1,436件 865件 10,629件

＜参考＞
短時間労働者労働時間延長コース のキャリアアップ計画件数（令和５年10月～令和６年３月末時点）

4,106件※３

参考：各年度ごとの取組開始予定労働者数（令和５年度～令和７年度）

取組予定労働者数（R5～R7合計） 令和５年度 令和６年度 令和７年度

236,091人 59,738人 91,750人 84,603人

8,710人 8,710人 - -

令和６年５月末時点

※４令和５年10月20日受付開始以降の累計。各年度に新たに取組開始を予定している労働者数。
企業から提出された計画届に現時点の見込みとして記載された労働者数を足し上げたものであり、支給申請件数や支給実績とは異なる。

※４

＜参考＞短時間労働者労働時間延長コース

※２

21,171人 22,569人 21,379人

30,226人

53,834人
48,896人

8,341人
15,347人 14,328人

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

令和５年度 令和６年度 令和７年度

手当等支給メニュー 労働時間延長メニュー 併用メニュー
65,119人 132,956人 38,016人



（参考資料）

●「年収の壁・支援強化パッケージ」開始後の状況（令和５年10月→　令和６年４月）

　・女性パートタイム労働者は26,261人減少。

　・(試算）令和５年10月の現金給与総額104.949円×12（月）＝1,259.388円。令和６年４月109,551円×12（月）＝1,314,612円。

　　総労働時間も増加傾向がみられ、年収が130万円を超えるパートタイム労働者が増えている可能性がある。

毎月勤労統計調査（埼玉県）より（企業規模５人以上）

R5.10月 11月 12月 R6.1月 2月 3月 ４月

現金給与総額（円） 355,902 362,876 735,068 356,922 354,558 377,338 368,658

総労働時間（時間） 168.3 168.7 167.4 152.0 158.9 161.5 167.9

労働者数（人） 1,348,072 1,339,181 1,354,025 1,395,217 1,390,666 1,380,136 1,400,723

現金給与総額（円） 104,949 104,515 119,114 103,406 105,705 111,701 109,551

総労働時間（時間） 78.6 79.7 81.3 76.3 80.4 80.8 82.9

労働者数（人） 905,610 904,167 906,489 848,417 852,612 856,260 840,549

　　労働者数（男性） 256,485 249,355 249,910 229,319 225,644 223,549 217,685 △38，800

　　労働者数（女性） 649,125 654,812 656,579 619,098 626,968 632,711 622,864 △26，261

一般労働者
（常用労働者のうち、パートタ
イム労働者以外の者）

パートタイム労働者




